
平成1 3年５月2 4日

今夏の県民ボーナスの見通し

－ －民間１人あたり賞与は昨冬に続き前年実績を上回る見通し

ボ ー ナ ス を 取 り 巻 く 環 境 は 改 善 傾 向 が 続 く

県 内 景 気 は 輸 出 の 頭 打 ち に よ り 製 造 業 の 生 産 活 動 が 弱 含 む 兆 し を み せ る な ど こ
の と こ ろ 足 踏 み の 状 態 に あ る 。 も っ と も 、 県 内 企 業 の 収 益 は 既 往 リ ス ト ラ の 効 果
な ど か ら 回 復 傾 向 が 持 続 し 、 そ れ に 伴 い 雇 用 情 勢 に つ い て も 有 効 求 人 倍 率 が 上 昇
に 転 じ る な ど 緩 や か な が ら 改 善 が 続 い て い る 。 今 夏 の ボ ー ナ ス を め ぐ る 環 境 は 昨
年 の 同 時 期 と 比 べ れ ば 明 ら か に 改 善 し て い る と い え る 。

民 間 １ 人 あ た り の ボ ー ナ ス は 前 年 比 1 . 9 ％ 増 に

そ う し た な か 、 神 奈 川 に お け る 今 夏 の 民 間 １ 人 あ た り ボ ー ナ ス 支 給 額 は 前 年 比
1 . 9 ％ 増 の 5 5 . 6 万 円 と 、 昨 冬 に 続 い て 前 年 実 績 を 上 回 る 見 通 し で あ る （ 表 － １ ） 。
夏 季 と し て は 9 7 年 以 来 、 ４ 年 ぶ り の 前 年 比 プ ラ ス と な る 。 た だ 、 業 績 回 復 を 反 映
す る 形 で １ 人 あ た り の 支 給 額 は わ ず か な が ら 増 加 に 転 じ る も の の 、 企 業 の 人 件 費
抑 制 ス タ ン ス は な お 継 続 さ れ て い る こ と か ら 雇 用 者 数 の 減 少 が 続 く た め （ 民 間 常
用 雇 用 者 数 は 前 年 比 2 . 4 ％ の 減 少 見 込 み ） 、 民 間 ボ ー ナ ス の 総 額 は 同 0 . 2 ％ 減 の １
兆 7 , 1 2 2 億円にとどまる。

官 民 合 計 で は １ 人 あ た り 支 給 額 の 伸 び は 民 間 を 下 回 る

ま た 、 公 務 員 を 含 め た 県 民 １ 人 あ た り の 支 給 額 は 前 年 比 1 . 7 ％ 増 の 5 8 . 4 万 円 、
総額は同 0 . 3 ％減の１兆 9 , 4 7 5 億円となる見通しである（表－２）。

な お 、 公 務 員 の ボ ー ナ ス に つ い て は 、 今 夏 の 期 末 ・ 勤 勉 手 当 の 支 給 月 数 が 前 年
度 と 同 水 準 （ 2 . 0 5 か 月 分 ） と い う 想 定 の 下 、 ２ 年 ぶ り に 前 年 実 績 を 上 回 る 見 通 し
で あ る 。

賞 与 が 増 え て も 個 人 消 費 の 回 復 に は 弾 み は つ か な い

県 内 の 消 費 動 向 は 雇 用 ・ 所 得 環 境 の 厳 し さ が 幾 分 和 ら ぐ な か で 、 耐 久 消 費 財 の
一 部 に 明 る さ が み ら れ る な ど 存 外 堅 調 に 推 移 し て い る 。 今 夏 の 民 間 ボ ー ナ ス が 昨
冬 に 引 き 続 き 前 年 実 績 を 上 回 る こ と は 、 当 面 、 こ う し た 消 費 回 復 の 動 き を 後 押 し
す る 要 因 と な ろ う 。 し か し な が ら 、 企 業 部 門 の 好 調 さ に や や 陰 り が み え 始 め て お
り 、 雇 用 ・ 所 得 環 境 の 改 善 テ ン ポ も 緩 慢 な も の に と ど ま る こ と が 予 想 さ れ る た め 、
個 人 消 費 の 回 復 に は 今 ひ と つ 弾 み が つ か な い 状 況 が 続 き そ う で あ る 。



（ 表 － １ ） 民 間 ボ ー ナ ス （ 夏 季 ） の 推 移

（ 上 段 ： 金 額 、 下 段 ： 前 年 比 増 減 率 ）

（ 注 １ ） 「 民 間 」 と は 県 民 で 民 間 事 業 所 に 勤 務 し て い る 常 用 雇 用 者 （ 県 内 に 住 み 県 内
で 働 い て い る 人 、 県 内 に 住 み 県 外 で 働 い て い る 人 の 合 計 、 県 外 に 住 み 県 内 で
働 い て い る 人 は 含 ま な い ） の 平 均 値 。

（ 注 ２ ） 2 0 0 0 年 以 前 は 実 績 推 計 、 2 0 0 1 年 は 予 測 。 な お 、 実 績 推 計 の 数 値 は 推 計 に 用 い
た 統 計 の 改 訂 な ど に よ っ て 変 更 さ れ る こ と が あ る 。

（ 表 － ２ ） 官 民 ボ ー ナ ス （ 夏 季 ） の 推 移

（ 上 段 ： 金 額 、 下 段 ： 前 年 比 増 減 率 ）

（ 注 １ ） 「 官 民 計 」 は 県 民 で 公 務 に 就 い て い る 常 用 雇 用 者 （ 同 上 ） と ｢ 民 間 ｣ の 平 均 値 。
（ 注 ２ ） 2 0 0 0 年 以 前 は 実 績 推 計 、 2 0 0 1 年 は 予 測 。 な お 、 実 績 推 計 の 数 値 は 推 計 に 用 い

た 統 計 の 改 訂 な ど に よ っ て 変 更 さ れ る こ と が あ る 。

1993年 94年 95年 96年 97年 98年 99年 2000年 2001年

平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年

万円　

民　　間 58.8 59.7 60.3 61.7 64.6 62.3 54.6 54.5 55.6

１人あたり

支 給 額 -3.1 1.6 0.9 2.3 4.7 -3.5 -12.3 -0.2 1.9

億円　

民　　間 20,998 20,734 20,666 20,372 21,434 20,113 17,039 17,161 17,122

支給総額 -4.2 -1.3 -0.3 -1.4 5.2 -6.2 -15.3 0.7 -0.2

1993年 94年 95年 96年 97年 98年 99年 2000年 2001年

平成５年 平成６年 平成７年 平成８年 平成９年 平成10年 平成11年 平成12年 平成13年

万円　

官 民 計 60.7 61.8 62.6 64.2 67.1 65.1 58.1 57.4 58.4

１人あたり

支 給 額 -2.5 1.8 1.1 2.7 4.4 -2.9 -10.7 -1.2 1.7

億円　

官 民 計 23,214 23,006 22,989 22,875 23,986 22,686 19,608 19,533 19,475

支給総額 -3.6 -0.9 -0.1 -0.5 4.9 -5.4 -13.6 -0.4 -0.3



（ 表 － ３ ） 夏 の ボ ー ナ ス を 取 り 巻 く 経 済 環 境 （ 神 奈 川 県 ）

（ 注 １ ） 春 季 賃 上 げ 率 は 各 年 春 の 数 値 。 春 季 賃 上 げ 率 を 除 い て 前 年 度 下 期 の 実 績 値 。
（ 注 ２ ） 企 業 収 益 は 日 本 銀 行 横 浜 支 店 「 企 業 短 期 経 済觿 �測 調 査 （ 神 奈 川 県 分 ） 」 に よ

る 全 産 業 ベ ー ス の 数 値 。 ま た 、 有 効 求 人 倍 率 は パ ー ト を 除 く ベ ー ス 、 常 用 雇
用 指 数 は 従 業 者 規 模 ５ 人 以 上 の 事 業 所 ベ ー ス 。

（ 表 － ４ ） 予 測 の 概 要

（ 注 １ ） 下 段 は 前 年 比 増 加 率 。 た だ し 、 支 給 者 割 合 に つ い て は 前 年 差 。
（ 注 ２ ） 公 務 に つ い て は ヒ ア リ ン グ な ど を も と に 別 途 予 測 し た 。
（ 注 ３ ） 雇 用 者 数 は 、 前 年 度 下 期 の 伸 び 率 を 参 考 に し て 求 め た 2 0 0 1 年 ６ 月 の 予 測 値 。
（ 注 ４ ） 支 給 者 割 合 は 雇 用 者 の う ち ボ ー ナ ス を 支 給 さ れ る 者 の 割 合 で あ り 、 前 回 実 績

（ 2 0 0 0 年冬）と同様とみなした。
（ 注 ５ ） １ 人 あ た り 支 給 額 は 、 企 業 収 益 の 動 向 な ど を 説 明 変 数 と し た 関 数 推 計 に よ る 。

ま た 、 神 奈 川 県 経 営 者 協 会 に よ る 県 内 民 間 企 業 の ボ ー ナ ス に つ い て の 既 決 定
分 の 中 間 集 計 な ど を 参 考 に し た 。

【 本 件 に つ い て の お 問 い 合 わ せ 先 】
㈱ 浜 銀 総 合 研 究 所 調 査 部 河合
電 話 045-225-2375（ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ）

1999年夏 2000年夏 2001年夏

(98年度下期) (99年度下期) (2000年度下期)

企業収益  経常利益 (前年比、％) -60.9 100.0 110.0

 売上高経常利益率 (％) 0.84 1.67 3.22

雇用情勢  有効求人倍率 (倍) 0.32 0.35 0.49

 常用雇用指数 (前年比、％) -1.7 -2.4 -2.8

物価動向  消費者物価指数 (前年比、％) -0.1 -0.7 -0.5

  春季賃上げ率（県商工労働部調べ） (％) 2.11 1.92 2.00

雇用者数 × 支給者割合 × １人あたり
支給額

＝ 総　額

（万人） （万円） （千億円）

民　間 323.7 95.2％ 55.6 17.1

-2.4％ (0.2％) 1.9％ -0.2％

県内在住かつ県内従業 131.5 95.5％ 56.7 7.1

（30人以上事業所） -2.7％ (0.4％) 2.2％ -0.1％

同　上 99.7 95.5％ 41.6 4.0

（30人未満事業所） -3.2％ (0.4％) 1.3％ -1.5％

県内在住で県外従業 92.5 94.5％ 69.0 6.0

-1.1％ (0.0％) 1.5％ 0.4％


